
- 58 - 

 

 

 

 

 
 

地域の実情に応じたケアラー支援の取組を着実に推進していくためには、定

期的に施策の実施状況を確認し、分析・評価を行うことが必要であり、それに当

たっては、客観的な指標として、数値目標を設定することが有効です。 
 

このことを踏まえ、条例第10条第２項では、ケアラー支援の基本的な考え方

や具体的施策のほか、「ケアラー支援を推進するために必要な事項」の一つとし

て、施策の推進管理を行うための数値目標を本計画に定めることとしています

（Ｐ188）。 

 

 
 

道では、次の(1)から(11)までの計11項目について数値目標を設定し、市町村や

関係機関との連携のもと、令和７年度末までの取組を進めます。 
 

特に、ケアラーとその家族にとって身近な地域で相談支援を受けられる体制

づくりが重要であることから、(7)から(10)までの計４項目については、道内全て

の市町村で行われるよう、先進事例の周知やアドバイザー派遣等を通じた働き

かけを進めていきます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 数 値 目 標 の 設 定  

１ 設定の意義 

２ 数値目標を設定する項目の一覧 

普及啓発の促進 

ⅰ (1) ケアラーに関する認知度の向上（道民） 

 
 

早期発見及び 

相談の場の確保 

ⅱ 

地域づくり 

ⅲ 

(2) ヤングケアラーに関する認知度の向上（児童生徒） 

 
 

(3) ヤングケアラーの相談窓口に関する認知度の向上（児童生徒）  

(4) ヤングケアラーに関する認知度の向上（学校）  

(5) 人材の育成（①ケアラー支援） 

 
 

(6) 人材の育成（②ヤングケアラー支援） 

 
 

(7) 相談支援体制の構築推進 

 
 

(8) 分野横断的な連携・協議体制の整備促進  

(9) 交流拠点の整備促進 

 
 

 活用可能な社会資源の周知 

 
 

 地域アドバイザーの養成 
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目標 

(1) 
ケアラーに関する認知度の向上（道民） 

ケアラーを適切な支援につなげていくためには、社会的認知度の向上が重要であるこ

とから、普及啓発の取組により、ケアラーに関する正しい知識が広まることを当面の目

標とします。 

ケアラー（ヤングケアラーを含む）に関する道民の認知度：50%以上 

Ｒ４策定時点 

ｎ＝860 
Ｒ７最終年度 普及啓発の取組 

普及啓発関係 ⅰ 

これらの数値は、道民の意向を政策に反映させる目的で例年実施している「道民意

識調査」により把握したものです。 
 

「② ある程度は知っている」との回答が約半数に達している現状を踏まえ、国の

集中取組期間（令和４年度から６年度まで）における目標が「中高生の認知度５割」

とされていることも参考にしつつ、正しい知識の普及を目指す観点から、「① よく知

っている」の回答を50%以上とすることを目標にします。 

① 22.4%

② 48.6%

③ 14.3%

④ 14.4% ⑤ 0.2%

① よく知っている

② ある程度は知っている

③ よく知らない

④ 全く知らない

⑤ 無回答

① 50.0%

②＋③＋④＋⑤ 50.0%

① よく知っている

②＋③＋④＋⑤ その他
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目標 

(2) 
ヤングケアラーに関する認知度の向上（児童生徒） 

児童生徒におけるヤングケアラーの認知度は高いといえない状況にあることから、普

及啓発の取組により、ヤングケアラーに関する正しい知識が広まることを当面の目標と

します。 

ヤングケアラーに関する児童生徒の認知度：50%以上 

認知度の現状を踏まえ、国の目標（「中高生の認知度５割」）も参考にしつつ、目標

(1)で掲げた道民の認知度向上に係る目標値と同水準を目指し、「① 聞いたことがあ

る（内容を知っている）」の回答を50%以上とすることを目標にします。 

普及啓発関係 ⅰ 

普及啓発の取組 

❶ 小学校５～６年生 

① 21.1%

② 25.3%
③ 53.2%

④ 0.4%

① 9.6%

② 14.6%

③ 75.4%

④ 0.4%

① 14.2%

② 12.8%

③ 72.7%

④ 0.3%

① 12.9%

② 16.3%

③ 69.7%

④ 1.1%

① 聞いたことがある（内容を知っている）

② 聞いたことがある（内容はよく知らない）

③ 聞いたことがない

④ その他

❷ 中学校２年生 ❸ 高校２年生（全日） ❹ 高校２年生（定時） 

 
Ｒ ４策定時点 

① 50.0%

②＋③＋④ 50.0%

① 聞いたことがある（内容を知っている）

②＋③＋④ その他

Ｒ７ 

最終年度 
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目標 

(3) 
ヤングケアラーの相談窓口に関する認知度の向上（児童生徒） 

家庭内のケアについて、自らの悩みや負担を相談できる場があることが児童生徒に認

識されるよう、普及啓発の取組により、相談窓口の認知度を高めていくことを当面の目

標とします。 

ヤングケアラーの相談窓口に関する児童生徒の認知度：50%以上 

認知度や相談経験の有無に関する現状を踏まえ、国の目標（「中高生の認知度５割」）

も参考にしつつ、まずは半数を目指すこととして、50%以上を目標とします。 

普及啓発関係 ⅰ 

 
 

 児童生徒におけるヤングケアラーの認知度は高いといえない状況にある

（Ｐ108及び118） 
 

 家庭内のケアに関する悩みについて、「相談した経験がない」との回答が

多数を占めている（Ｐ106及び116） 

普及啓発の取組 

 
Ｒ ４策定時点 

① 50.0%

② 50.0%

① 知っている

② 知らない

Ｒ７最終年度 
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目標 

(4) 
ヤングケアラーに関する認知度の向上（学校） 

ヤングケアラーという言葉を知っており、その支援の必要性や方法も含めて理解して

いるという意味での認知度は高いといえない状況にあることから、普及啓発の取組によ

り、学校の教職員等における認知度の着実な向上を目指します。 

ヤングケアラーに関する学校の認知度：全ての学校において認知（100%） 

学校の教職員は、児童生徒と接する時間が長く、ヤングケアラー支援の特性を踏ま

えて対応することで家庭の状況に気づいたり、関係者間で情報共有するといった取組

が早期発見・把握につながる可能性もあります。 
 

教育機関が担うこうした役割の重要性を踏まえ、全ての学校において認知される

（「① 知っている（意識して対応している）」となる）ことを目標とします。 

普及啓発関係 ⅰ 

普及啓発の取組 

❶ 小学校 ❷ 中学校 ❸ 高校（全日） ❹ 高校（定時） 

Ｒ７ 

最終年度 

① 61.5%

② 38.2%

③ 0.1%

④ 0.1%
⑤ 0.1%

① 44.6%

② 51.6%

③ 2.4%

④ 1.1%
⑤ 0.3%

① 26.8%

② 64.6%

③ 6.1%

④ 1.8%
⑤ 0.7%

① 20.0%

② 68.0%

③ 8.0%

④ 4.0%
⑤ 0.0%

① 知っている（意識して対応している）

② 知っている（特別な対応はしていない）

③ 具体的には知らない

④ 知らない

⑤ その他

① 100.0%

②＋③＋④ 0.0%

① 知っている（意識して対応している）

②＋③＋④ その他

 
Ｒ ４策定時点 
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目標 

(5) 
人材の育成（①ケアラー支援） 

ケアラーへの適切な支援方法を広く浸透させるには、支援に携わる職員が広く研修を

受講するよう推し進めていく必要があることから、受講者数に目標値を設定し、その確

保を図ります。 

道による研修の受講者数：1,000人×３年＝3,000人 

早期発見及び相談の場の確保関係 ⅱ 

高齢者支援・障がい者支援・生活困窮者支援の３分野を基本とし、市町村と各分野

の主要相談機関（地域包括支援センター、相談支援事業所、生活困窮者自立相談支援

機関）から少なくとも１名受講するものとして積算しています。 
 

受講対象者は主に上記のとおりですが、ケアラー支援に携わる幅広い関係者が適切

な知識と技術を習得できるよう、市町村社会福祉協議会や介護・障害福祉サービス事

業所職員、医療従事者、民生委員・児童委員など、地域の支援者も受講可能としてい

ます（Ｐ34）。 

計 
3,000 

計画的な研修 

市町村

市町村

市町村相談機関

相談機関

相談機関

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

市町村（福祉の３分野）

主要相談機関（包括センター等）

計 
2,000 

計 
1,000 
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目標 

(6) 
人材の育成（②ヤングケアラー支援） 

ヤングケアラーへの支援は、子どもの権利擁護と教育の機会確保の観点から適切に行

うことが求められるものであり、支援に携わる職員が広く研修を受講するよう推し進め

ていく必要があることから、受講者数に目標値を設定し、その確保を図ります。 

道による研修の受講者数：800人×３年＝2,400人 

計画的な研修 

ヤングケアラー・コーディネーターが行う研修について、市町村（児童福祉分野・

教育委員会）、学校（小中高）、関係機関（児童相談所等）から少なくとも１名は受講

するものとして積算しています。 
 

受講対象者は主に上記のとおりですが、ケアラー支援に携わる幅広い関係者が適切

な知識と技術を習得できるよう、市町村社会福祉協議会や介護・障害福祉サービス事

業所職員、医療従事者、民生委員・児童委員など、地域の支援者も受講可能としてい

ます（Ｐ34）。 

早期発見及び相談の場の確保関係 ⅱ 

市町村
市町村

市町村

学校

学校

学校

関係機関

関係機関

関係機関

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

市町村（児童福祉・教育委員会）

学校（教職員等）

関係機関（児童相談所等）

計 
2,400 

計 
800 

計 
1,600 
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目標 

(7) 
相談支援体制の構築推進 

ケアラーへの支援は、家族介護者支援の「新たな視点」（Ｐ28）に立ち、個々の世帯

状況に応じた適切な方法・内容で相談支援を行う体制が必要であることから、目標値を

設定し、その体制構築を推進します。 

相談支援体制の構築と窓口の明確化：道内全ての市町村で構築（100%） 

構築の推進 

ケアラーへの相談支援体制を「① 構築している」市町村は、「② 構築予定あり」と

合わせて20%程度ですが、「④ その他」には、各分野の窓口における個別の相談対応

は行っているとの回答が多く含まれています。 
 

このため、ケアラー支援に関する一元的あるいは多元的な相談窓口を運用している

市町村の好事例を横展開するなどして、適切な相談支援を行える体制が全ての市町村

で構築されるよう推進していきます。 

①＋② 100.0%

③＋④ 0.0%

①＋② 構築済み（予定）

③＋④ 構築していない

Ｒ７最終年度 

① 16.2%

② 2.8%

③ 24.6%
④ 56.4%

① 構築している

② 構築予定あり

③ 構築予定なし

④ その他

Ｒ４策定時点 

ｎ＝179 

早期発見及び相談の場の確保関係 ⅱ 
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目標 

(8) 
分野横断的な連携・協議体制の整備促進 

ケアラーへの支援に当たっては、複数の機関・部署が関わりながら情報や課題を共有

する協議の場が必要であることから（Ｐ31）、目標値を設定し、分野横断的な連携・協

議体制の整備を促進します。 

協議の場の設置状況：道内全ての市町村で設置（100%） 

設置の促進 

家族介護者支援をテーマの一つに位置付けて行う合議体を「設置している」市町村

は、①から③までを合わせて30%程度ですが、「④ その他」には、合議体の構成課や

連携方法を検討中との回答が多く含まれています。 
 

このため、協議の場を設置している市町村の好事例を類型ごとに横展開するなどし

て、分野横断的な連携・協議体制が全ての市町村で整備されるよう促進していきます。 

① 19.0%

② 2.8%

③ 5.0%

④ 73.2%

① 設置している（既存）

② 設置している（新設）

③ 設置している（他）

④ その他

①＋②＋③ 100.0%

④ 0.0%

①＋②＋③ 設置済み

④ 設置していない

Ｒ４策定時点 

ｎ＝179 
Ｒ７最終年度 

早期発見及び相談の場の確保関係 ⅱ 
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目標 

(9)  
交流拠点の整備促進 

地域全体がケアラー支援に関する理解を深め、支え合いの意識を醸成していくに当た

っては、介護者サロンやカフェなどにおける相互交流が有効であることから、目標値を

設定し、交流拠点の整備を促進します。 

交流拠点の整備状況：道内全ての市町村で整備（100%） 

整備の促進 

ここでいう「交流拠点」とは、家族介護者支援を目的の一つとして運営する拠点を

指しています（新設・既設、専用・併用の別を問わない）。 
 

交流拠点を「① 整備している」市町村は、「② 整備予定あり」と合わせて50%弱と

なっており、取組事例の紹介やアドバイザー派遣などの働きかけによって全市町村で

整備されるよう促進していきます。 

地域づくり関係 ⅲ 

① 42.5%

② 4.5%

③ 22.3%

④ 30.7%

① 整備している

② 整備予定あり

③ 整備予定なし

④ その他

Ｒ４策定時点 

ｎ＝179 

①＋② 100.0%

③＋④ 0.0%

①＋② 整備済み（予定）

③＋④ 整備していない

Ｒ７最終年度 
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目標 

  
活用可能な社会資源の周知 

ケアラーの負担を軽減するためには、公的支援やサービスを適切に活用することが必

要であり、それに向けては、活用可能な社会資源が広く周知されていなければならない

ことから、目標値を設定し、リストやマップなどによる情報周知を促進します。 

活用可能な社会資源の周知：道内全ての市町村で実施（100%） 

周知の促進 

在宅医療・介護連携推進事業による事業所リストや認知症ケアパスなど、既存の一

覧表であっても、ケアラーの負担軽減を図るための公的支援やサービスの適切な利用

につながるものであれば、「周知している」に含めて計上しています（①と②の両方

に該当する場合は①に寄せて計上）。 
 

医療機関や介護サービス事業所のみならず、障がい者支援や生活困窮者支援に関す

る連絡先も掲載するなどして内容の充実を図るとともに、市町村ホームページでの掲

載や窓口配架などにより、活用可能な社会資源を広く地域住民が知ることのできる仕

組みとなるよう情報周知を促進していきます。 

地域づくり関係 ⅲ 

Ｒ４策定時点 

ｎ＝179 
Ｒ７最終年度 

① 62.0%
② 5.6%

③ 32.4%

① 作成・周知している（医療・介護マップ）

② 作成・周知している（認知症ケアパス）

③ 作成していない

①＋② 100.0%

③ 0.0%

①＋② 作成・周知している

③ 作成していない
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【№16】 

宗谷 
   

   
【№15】 

留萌 

【№13】 

上川 

北部 
   

   
【№８】 

北空知 

【№12】 

上川 
中部 

【№18】 

遠紋 
  

  
【№４】 

札幌 

【№７】 

中空知 

【№14】 

富良野 

【№17】 

北網 
  

 
【№５】 

後志 

【№９】 

西胆振 

【№６】 

南空知 

【№11】 

日高 

【№19】 

十勝 

【№20】 

釧路 

【№21】 

根室 

 
【№３】 

北渡島 
檜山 

 
【№10】 

東胆振 
    

【№２】 

南檜山 
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地域アドバイザーの養成 

ケアラーを支援するための地域づくりは、当事者にとってより身近な圏域で行われる

ことが望ましいため、目標値を設定し、それぞれの地域特性をよく知るサポート役を養

成します。 

地域アドバイザーの養成：圏域ごとに１名以上 

ケアラーとその家族にとって最も身近な地域単位は市町村であることから、地域づ

くりの取組は市町村ごとに行われるべきですが、ケアラー支援の知識と経験を有する

人材や社会資源の状況は地域によって様々です。 
 

こうした実情を踏まえ、まずは計21の圏域（Ｐ４）ごとに地域アドバイザーを配置

できるよう養成を進めていきます。 

地域づくり関係 ⅲ 

Ｒ７最終年度 

21圏域×１名＝計21名以上 

計画的に養成 

道による広域的支援とし

ての「アドバイザー」派遣と

並行して、圏域ごとの「地域

アドバイザー」を養成。 


